
業績ハイライト�
K i r a y a k a  F i n a n c i a l  G r o u p

主要な経営指標�
■きらやかホールディングス連結�

�

�

�

�

■きらやかホールディングス単体�

�

営業の概況�
■収益の状況（きらやかホールディングス）�

　当社グループの連結経常収益は、グループ内のリース会社を

１００％子会社化し新たに連結対象子会社としたことや子銀行の

有価証券運用収益の増加等から、前期末比４,８８７百万円増

加の３９,６１４百万円となりました。一方、連結経常費用は、傘下

両行の合併を控え更なる資産内容の健全化を図るため不良債権

処理を実施したこと、及び合併準備に伴う経費の発生等により、

前期末比１７,３３４百万円増加の４８,６１５百万円となりました。その

結果、連結経常損失は９,００１百万円、連結当期純損失は９,７６４

百万円となりました。�

�

■収益の状況（両行単体合算）�

  殖産銀行・山形しあわせ銀行両行の単体決算を合算しました経

常収益は、投信・保険等の預かり資産販売手数料等の増加により

役務収益が増加したことや、資金運用利回りの上昇により資金運

用収益が増加した結果、前期比４９６百万円増加の３２,１０１百万

円となりました。一方、両行の合併を控え、更なる資産内容の健

全化を図るための不良債権処理を実施したことや、市場金利の

上昇に伴う資金調達費用の増加により、同経常利益につきまして

は前期比１１,７２０百万円減少の▲９,０６７百万円、同当期純利益に

つきましては前期比１０,７０６百万円減少の▲９,５２０百万円となりま

した。�

  また、銀行本来の業務による利益と言われますコア業務純益に

つきましては、人件費を中心に経費が減少したものの、統合費用

が増加したことに加え、資金調達費用の増加により資金利益が

減少しました結果、前期比２４３百万円減少の４,６５１百万円とな

りました。�

�

■自己資本比率（きらやかホールディングス連結）�

　当社グループの連結自己資本比率（国内基準）につきましては、

子銀行両行において不良債権処理を実施したこと、及び繰延

税金資産の取崩し等により当期純損失となったことから、前期比

１.３７％低下の７.４７％となりました。�

�

■預金＋預かり資産・貸出金（両行単体合算）�

　預金につきましては、他の金融資産への分散が進んだことや法人

預金が減少したことから、期末残高は前期比５１９億円の減少となり

ました。一方、預かり資産残高は、多様な資産運用ニーズにお応え

しました結果、４４６億円の増加となりました。�

　貸出金につきましては、個人向けローンは堅調に推移しましたが、

事業性資金の需要の動きが弱かったことから、期末残高は前期

末比７３５億円の減少となりました。�

�

■配当政策�

　銀行持株会社としての公共性に鑑み、内部留保の充実による

財務体質の強化を配慮し、配当を決定しております。�

　また、当事業年度の期末配当は、１株当たり３円（年間５円）とい

たします。�

（注） 1．当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。�
2．「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」の算
定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。�

3．連結自己資本比率（国内基準）は、銀行法第52条の25の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式
に基づき算出しております。なお、19年3月期は新基準（バーゼル�）により、また18年3月期は旧基準に
よりそれぞれ算出しております。�
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営業収益�
経常利益�
当期純利益�

（金額単位：百万円）�

（金額単位：百万円）�

1,178�
809�
796

連結経常収益�
連結経常利益�
連結当期純利益�
連結純資産額�
連結総資産額�
１株当たり純資産額�
１株当たり当期純利益�
潜在株式調整後１株当たり当期純利益�
連結自己資本比率（国内基準）�

39,614�
△9,001�
△9,764�
31,821�

1,218,159�
247.97円�
△77.09円�

－�
7.47%

平成19年3月期�
�817�

636�
633

平成18年3月期�

平成19年3月期�
34,727�
3,445�
1,412�
42,137�

1,280,079�
334.90円�
11.22円�
－�
8.84%

平成18年3月期�



い つ も、 き ら や か な 笑 顔 が 欲 し い か ら �

業績ハイライト/きらやかホールディングス（連結）�
K i r a y a k a  H o l d i n g s

■ コア業務純益｜「業務純益」から「一般貸倒引当金繰入額」と「国債等債券損益」を除いたものです。分かりやすく言えば、�
資金運用収益と調達費用の差額である資金運用収支益と、送金手数料等の手数料収支から、営業経費を引いた、いわゆる銀行本業部分の収支益の事を指します。�

■ 経 常 利 益｜「業務純益」から「株式売買損益」や「個別貸倒引当金繰入額」などの臨時損益を加減した利益を指します。�
■ 当期純利益｜「経常利益」に「特別利益」と「特別損失」、そして法人税等の税金を加減した利益を指します。�
■ 自己資本比率｜総資本に占める自己資本の割合を指し、銀行経営の健全性や信頼度を示す指標のひとつです。�

■経常利益・当期純利益の状況�

�
�
�
�

�

�

�

�
�
�
�

■預金＋預かり資産・貸出金の状況（両行単体合算）�

�
�
�
�
�
�
�

�

�

�

�
�
�
�

■コア業務純益の状況（両行単体合算）�

�
�
�
�

�

�

�

�
�
�
�

■自己資本比率の状況�

�

※金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 ※預金には譲渡性預金を含みません。※連結自己資本比率（国内基準）は、きらやかホールディングスは銀行法第52条の25の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式
に、殖産銀行・山形しあわせ銀行は銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、それぞれ算出しております。なお、19年3月期は新基準（バーゼル�）により、また17年3月期および18年3月期は旧
基準によりそれぞれ算出しております。※決算の詳細につきましては、きらやかホールディングスホームページ（http://www.kirayaka-hd.co.jp/）よりご覧いただけます。�
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預かり資産残高� 貸出金残高�預金残高� 山形しあわせ銀行連結� きらやかホールディングス連結�殖産銀行連結�

当期純利益�経常利益�

※17年3月期については、殖産銀行・山形しあわせ銀行両行の連結計数を合算して表示しております。�

※きらやかホールディングスは平成17年10月設立のため、18年3月期からの表示となります。�

（単位：%）�（単位：億円）�

（単位：百万円）�

2,975
3,445

△9,001 △9,764
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3月期�
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3月期�

平成19年�
3月期�
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-2,000

0

2,000

4,000
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1,412
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3月期�
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平成17年�
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（単位：百万円）�

平成17年�
3月期�

平成18年�
3月期�

平成19年�
3月期�

4,895

4,651

5,072

4,000

4,500

5,000
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7.48

7.95
8.23

9.44

4.0

10.0

8.0

6.0

8.84

6.04

8.49

7.47

平成17年�
3月末�

平成18年�
3月末�

平成19年�
3月末�

9,000

12,000

8,000

7,000

11,000

10,000

14,000

13,000 12,608

9,273 9,333

8,598

13,026 12,953

12,008

600

11,920

1,105

11,401

1,552



業績ハイライト／殖産銀行�
S h o k u s a n  B a n k

※金額は単位未満を切り捨てて表示しております。※預金には譲渡性預金を含みません。※単体自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、19年3月期は
新基準（バーゼル�）により、また17年3月期および18年3月期は旧基準によりそれぞれ算出しております。※決算の詳細につきましては、きらやかホールディングスホームページ（http://www.kirayaka-hd.co.jp/）よりご覧いただけます。�

■経常利益・当期純利益の状況�

　新銀行に負の遺産を持ち込まないことを念頭に資産の健全

化を積極的に進めたことにより、不良債権処理費用が前年比

７,４１８百万円増の９,５９６百万円と大幅に増加し、経常利益は

▲７,５０４百万円となりました。�

　また、当期純利益は厚生年金基金代行返上益を計上しまし

たが、繰延税金資産の取崩し等を行いました結果、▲６,２４６

百万円となりました。�

�

■預金＋預かり資産・貸出金の状況�

　預金+預かり資産残高につきましては、個人の金融資産運用

の多様化へ積極的に対応しました結果、前年比１５億円の増

加となりました。�

　貸出金残高につきましては、消費者ローンは増加したものの

法人向け貸出金が減少したことから、前年比３５５億円の減少

となりました。�

�

�

�

■コア業務純益の状況�

　コア業務純益は、資金運用収益の増加と経費削減に努め

ましたが、預金利息と統合費用の増加により、前年比１２２百

万円減少の２,５８２百万円となりました。�

�

�

�

�

�

■自己資本比率の状況�

　自己資本比率は、不良債権処理費用の増加および繰延税

金資産の取崩しに伴う赤字計上により６.１７％となりました。�
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当期�
純利益�

経常利益�

預かり�
資産残高�

貸出金�
残高�

預金残高�

（単位：百万円）�（単位：百万円）�

（単位：%）�（単位：億円）�
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3月期�
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2,704
2,582
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6,324
6,534 6,550

6,026
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5,925

609
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4.0

6.0

8.0
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6.17
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-3,000
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-1,000

0
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△6,246

△7,504

△629△749

646 649



い つ も、 き ら や か な 笑 顔 が 欲 し い か ら �

業績ハイライト／山形しあわせ銀行�
Y a m a g a t a  S h i a w a s e  B a n k

■経常利益・当期純利益の状況�

　新銀行に負の遺産を持ち込まないことを念頭に資産の健全

化を積極的に進めたことにより、不良債権処理費用が前年比

３,５１４百万円増の４,２８８百万円と大幅に増加し、経常利益

は▲１,５６２百万円となりました。�

　また、当期純利益は、繰延税金資産の取崩し等を行いまし

た結果、▲３,２７４百万円となりました。�

�

�

■預金＋預かり資産・貸出金の状況�

　預金＋預かり資産残高につきましては、投資信託、個人年

金保険が増加したものの、法人を中心とし預金が減少したこ

とから、全体では前年比８７億円の減少となりました。�

　貸出金残高につきましては、アパートローンが増加したものの、

法人向け貸出金が減少したことから、前年比３７９億円の減少

となりました。�

�

�

■コア業務純益の状況�

　コア業務純益は、資金運用収益の増加と経費削減に努め

ましたが、預金利息と統合費用の増加により、前年比１２１百

万円減少の２,０６９百万円となりました。�

�

�

�

�

�

■自己資本比率の状況�

　自己資本比率は、不良債権処理費用の増加および繰延税

金資産の取崩しに伴う赤字計上により８.５１％となりました。�

※金額は単位未満を切り捨てて表示しております。※預金には譲渡性預金を含みません。※単体自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、19年3月期は
新基準（バーゼル�）により、また17年3月期および18年3月期は旧基準によりそれぞれ算出しております。※決算の詳細につきましては、きらやかホールディングスホームページ（http://www.kirayaka-hd.co.jp/）よりご覧いただけます。�
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当期�
純利益�

経常利益�

預かり�
資産残高�

貸出金�
残高�

預金残高�

（単位：百万円）�（単位：百万円）�

（単位：億円）� （単位：%）�

平成17年�
3月期�

平成18年�
3月期�

平成19年�
3月期�

平成17年�
3月末�

平成18年�
3月末�

平成19年�
3月末�

平成17年�
3月期�

平成18年�
3月期�

平成19年�
3月期�

平成17年�
3月期�

平成18年�
3月期�

平成19年�
3月期�
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■金融再生法開示債権�

　債務者区分判定の更なる厳格化や担保評価基準の見直しと実施等、自己査定の一層の厳格化を図り不良債権処理を加速いた

しました。�

　その結果、平成１９年３月末の金融再生法に基づく開示債権額は３４６億円となり、前年と比較し８２億円増加しました。総与信に占

める割合は５.４７％から７.７７％に上昇しました。なお、これらの債権の８０.９０％は貸倒引当金および担保・保証等により保全されており

ます。�

�

�

■保全状況�

�

■ 破産更生債権及びこれらに準ずる債権｜破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権。�
■ 危険債権｜債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権。�
■ 要管理債権｜3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。�

※金額は単位未満を切り捨てて表示しております。ただし、構成比については端数を調整して表示しているものを含んでおります。�
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【金融再生法開示債権残高および総与信に占める割合の推移】� 【総与信に占める割合】（平成19年3月末）�
金融再生法開示債権残高（左目盛）�

総与信に占める割合（右目盛）�

92.22%
1.19%

4.40%

2.17%要管理債権�

危険債権�

破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

正常債権�

不良債権の状況／殖産銀行�
S h o k u s a n  B a n k

（金額単位：億円）�

53�
169�
57�
280

41�
101�
42�
185

11�
67�
14�
94

100.00%�
86.23%�
59.93%�
80.90%

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�
危険債権�
要管理債権�
合計�

53�
196�
96�
346

債権額（A）� 保全額（B）�
担保保証等� 貸倒引当金�

保全率�
（B／A）�

（単位：%）�（単位：億円）�

平成17年�
3月末�

平成18年�
3月末�

平成19年�
3月末�

5.98
5.47

7.77
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い つ も、 き ら や か な 笑 顔 が 欲 し い か ら �

■金融再生法開示債権�

　資産の健全化を積極的に進めました結果、平成１９年３月末の金融再生法に基づく開示債権額は３３３億円となり、前年と比較し

６６億円増加しました。総与信に占める割合は５.７４％から７.８１％に上昇しました。なお、これらの債権の７１.３６％は貸倒引当金およ

び担保・保証等により保全されております。�

　今後も引き続き厳格な自己査定を実施し、適正な償却・引当を行うとともに、お取引先に対する経営支援を強化し、資産内容の良

化に努めてまいります。�

�

■保全状況�

�

■ 破産更生債権及びこれらに準ずる債権｜破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権。�
■ 危険債権｜債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権。�
■ 要管理債権｜3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。�

※金額は単位未満を切り捨てて表示しております。ただし、構成比については端数を調整して表示しているものを含んでおります。�

Kirayaka Financial Group Disclosure 2007　１３�

【金融再生法開示債権残高および総与信に占める割合の推移】� 【総与信に占める割合】（平成19年3月末）�
金融再生法開示債権残高（左目盛）�

総与信に占める割合（右目盛）�

（金額単位：億円）�

92.18%
0.74%

5.72%

1.34%要管理債権�

危険債権�

破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

正常債権�

不良債権の状況／山形しあわせ銀行�
�Y a m a g a t a  S h i a w a s e  B a n k

31�
180�
26�
238

23�
114�
16�
154

8�
65�
10�
83

100.00%�
73.60%�
45.93%�
71.36%

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�
危険債権�
要管理債権�
合計�

31�
244�
57�
333

債権額（A）� 保全額（B）�
担保保証等� 貸倒引当金�

保全率�
（B／A）�

（単位：%）�（単位：億円）�

平成17年�
3月末�

平成18年�
3月末�

平成19年�
3月末�

5.17
5.74

7.81

238
267
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